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ア 県内の温室効果ガス排出量の推移 イ 部門別温室効果ガス（二酸化炭素）排出量の推移

※ 今後、算定方法の見直し等により値が修正される場合があります。

（１）県内の温室効果ガス＊排出量
令和４年度に県内から排出された温室効果ガスは、３，７８２万トン（二酸化炭素（CO2）換算。以下同じ。）で、平成２５年度と比べて１９．６％減少しました。
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温室効果ガス
ハイライト表示
太陽放射により暖められた地表面の熱が宇宙に逃げるとき、その一部を吸収して温室のように地球を暖める性質を持つ気体。地球温暖化対策の推進に関する法律では、二酸化炭素、メタン、一酸化二窒素、ハイドロフルオロカーボン類、パーフルオロカーボン類、六ふっ化硫黄、三ふっ化窒素の7種類が温室効果ガスとして定義されている。大気中の濃度が増加することで地球の平均気温の上昇（地球温暖化）をもたらす。



２０１３
（平成２５）
（基準年度）

２０２１
（令和３）

２０２２
（令和４）

排出量
（万t-CO2）

排出量
（万t-CO2）

排出量
（万t-CO2）

増減量（万t-CO2） 増減率
２０１３比

（平成２５比）
２０２１比

（令和３比）
２０１３比

（平成２５比）
２０２１比

（令和３比）
二酸化炭素（CO2） ４，４６６ ３，５９０ ３，４７６ －９９０ －１１４ －２２．２％ －３．２％

産業部門 ９９８ ７６０ ７２９ －２６９ －３２ －２７．０％ －４．２％

業務その他部門 １，０２２ ８２８ ７９８ －２２４ －３０ －２１．９％ －３．７％

家庭部門 １，１４０ ８５５ ７９４ －３４６ －６１ －３０．３％ －７．１％

運輸部門 ９６６ ８１４ ８３８ －１２８ ２４ －１３．３％ ２．９％

廃棄物＊ ８９ １０５ ９８ １０ －６．３ １１．２％ －６．０％

工業プロセス ２５１ ２２７ ２１８ －３３ －９．０ －１３．１％ －４．０％

その他温室効果ガス ２３７ ３１０ ３０６ ７０ －３．５ ２９．４％ －１．１％

メタン（CH4） ３４ ２８ ２７ －６．７ －０．７２ －１９．７％ －２．５％

一酸化二窒素（N2O） ４２ ３６ ３６ －５．９ －０．４４ －１４．２％ －１．２％

ハイドロフルオロカーボン類（HFCs） １４２ ２２５ ２２３ ８１ －２．４ ５６．８％ －１．１％

パーフルオロカーボン類（PFCs） １２ １２ １２ ０．８７ ０．５３ ７．５％ ４．４％

六ふっ化硫黄（SF6） ６．７ ６．８ ６．４ －０．３ －０．４６ －４．５％ －６．８％

三ふっ化窒素（NF3） ０．４６ １．３ １．４ ０．９ ０．０２３ １９７．０％ １．７％

合 計 ４，７０２ ３，９００ ３，７８２ －９２０ －１１８ －１９．６％ －３．０％

ウ 各温室効果ガスの排出量（基準年度及び前年度との比較）

※四捨五入により、合計が合わない箇所があります。
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廃棄物
ハイライト表示
その物を占有している者が自ら利用し、又は他人に有償で売却することができないため不要となった物をいい、ごみ、燃え殻、汚泥、ふん尿、廃油などの固形状又は液状のものをいう。廃棄物は、主として家庭から発生する生ごみなどの一般廃棄物と、主として工場から発生する汚泥や、建物解体現場から発生する木くず、がれき類などの産業廃棄物の二つに大別される。



対 象 者 県内で１年以上事業を営んでいる中小企業者等

融 資 対 象 省エネ・創エネの実現につながる設備投資を行うもの

限 度 額

設備資金 運転資金【原則、設備投資に伴う運転資金に限ります】

１億５，０００万円（土地・建物は２億円） ５，０００万円

設備・運転併用の場合は、合計１億５，０００万円（土地・建物は２億円）

利
率
（
固
定
金
利
）

１０年超１５年以内 年１．７％以内（土地・建物有）

５年超１０年以内 年１．５％以内

３年超５年以内 年１．４％以内

１年超３年以内 年１．３％以内

期間・償還方法
１年超１０年以内（一部１年超１５年以内【土地・建物】） １年超７年以内

据置２年以内 元金均等月賦償還
担 保 取扱金融機関及び信用保証協会との協議により定める

保 証 人
個人：原則として不要
法人：原則として代表者以外の連帯保証人は不要

ただし、事業者選択型経営者保証非提供制度を適用する場合は不要

信 用 保 証
付する（保証料 年０．４５％～１．６４％以内）

事業者選択型経営者保証非提供制度を適用する場合は０．２５％又は０．４５％が上乗せとなる。
取扱金融機関 銀行、信用金庫、信用組合、商工組合中央金庫の県内本・支店（一部県外支店も可）

融 資 条 件

令和６年度の融資実績は、３件 ３９，９３０千円でした。

（２）設備投資促進資金（省エネ・創エネ要件）
この資金は、省エネ・創エネの実現（サーキュラーエコノミー＊の取組も含む）につながる設備投資に取り組む方向けの資金です。

設備投資促進資金（省エネ・創エネ要件）の概要 （Ｒ７．４．１現在）
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サーキュラーエコノミー（CE）
ハイライト表示
生産活動や消費活動などのあらゆる段階で資源の効率的・循環的な利用を図る経済活動。




